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聴聞又は弁明の別

土壌汚染対策法第25条第１項第１号に係る事項については、行政手続法第13条第２項第２号
に規定する「法令上必要とされる資格がなかったこと又は失われるに至ったことが判明した
場合に必ずすることとされている不利益処分であって、その資格の不存在又は喪失の事実が
裁判所の判決書又は決定書、一定の職に就いたことを証する当該任命権者の書類その他の客
観的な資料により直接証明されたものをしようとするとき。」に、また、土壌汚染対策法第
25条第１項第２号及び第３号に係る事項については、行政手続法第13条第２項第３号に規定
する「施設若しくは設備の設置、維持若しくは管理又は物の製造、販売その他の取扱いにつ
いて遵守すべき事項が法令において技術的な基準をもって明確にされている場合において、
専ら当該基準が充足されていないことを理由として当該基準に従うべきことを命ずる不利益
処分であってその不充足の事実が計測、実験その他客観的な認定方法によって確認されたも
のをしようとするとき。」に該当するため、手続を省略する。

（聴聞又は弁明
の手続を省略す
る場合の根拠条

項等）

個別法により聴
聞又は弁明の手
続の適用が除外
される場合の根
拠法令及び条項

「不利益処分」基準等公開票（法律又は命令）

汚染土壌処理業の許可の取消し・事業の停止命令

土壌汚染対策法第25条

環境保全部　環境対策課

〇土壌汚染対策法（抜粋）
（汚染土壌処理業）
第22条　汚染土壌の処理（当該要措置区域等内における処理を除く。）を業として行おうとする者は、環境省
令で定めるところにより、汚染土壌の処理の事業の用に供する施設（以下「汚染土壌処理施設」という。）ご
とに、許可を受けなければならない。
２　(略）
３　第１項の許可の申請が次に掲げる基準に適合していると認めるときでなければ、同項の許可をしてはなら
ない。
一　汚染土壌処理施設及び申請者の能力がその事業を的確に、かつ、継続して行うに足りるものとして環境省
令で定める基準に適合するものであること。
二　申請者が次のいずれにも該当しないこと。
イ　この法律又はこの法律に基づく処分に違反し、刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けること
がなくなった日から二年を経過しない者
ロ　第25条の規定により許可を取り消され、その取消しの日から２年を経過しない者
ハ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴
力団員でなくなった日から５年を経過しない者（トにおいて「暴力団員等」という。）
ニ　営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人がイ、ロ又はハのいずれかに該
当するもの
ホ　法人でその役員又は政令で定める使用人のうちにイ、ロ又はハのいずれかに該当する者のあるもの
ヘ　個人で政令で定める使用人のうちにイ、ロ又はハのいずれかに該当する者のあるもの
ト　暴力団員等がその事業活動を支配する者（許可の取消し等）
第25条　汚染土壌処理業者が次の各号のいずれかに該当するときは、その許可を取り消し、又は１年以内の期
間を定めてその事業の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。
一　第22条第３項第２号イ又はハからトまでのいずれかに該当するに至ったとき。
二　汚染土壌処理施設又はその者の能力が第22条第３項第１号の環境省令で定める基準に適合しなくなったと
き。
三　この章の規定又は当該規定に基づく命令に違反したとき。
四　不正の手段により第22条第１項の許可（同条第４項の許可の更新を含む。）又は第23条第１項の変更の許
可を受けたとき。


